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１．科学技術トピックス 
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の投稿（６月号は５月７日より６月８日まで）を
「科学技術トピックス」としてまとめたものです。センターが関連する複数の投稿をまとめ、また必要な情報
を付加して独自に編集するため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただし、投稿をそのまま
掲載する場合は、投稿者のご了解を得て、記名により掲載しています。 
 
 
1.1 ライフサイエンス分野 
 
（１） １個の骨髄由来の幹細胞から各種の細胞  
が分化する 
2001年5月に発表された注目すべき論文
「Multi-Organ,Multi-lineage Engraftment by 
a Single Bone Marrow-Derived Stem Cell」
（Cell,Vol.105,369-377,2001）を紹介する。 
これまで、血液幹細胞をはじめ、組織の幹細
胞の存在が報告され、その幹細胞が胚葉の枠組
みを越えて分化することが観察されている。こ
れまでの移植した細胞の分化に関する研究は、
細胞集団として骨髄細胞や組織の幹細胞を豊
富に含む細胞群を移植し、各種の細胞に分化す
ることを観察したものであった。 
本論文では、あらかじめ放射線照射をしたマ
ウスに、１個の血液幹細胞を移植し、１個の細
胞が骨髄内で分裂増殖し、様々な血球細胞に分
化すると同時に、各種の上皮性の細胞へと分化
し、移植細胞がホストのマウス組織の一部と入
れ替わったことが証明された。これまでの方法
では、移植した細胞集団の中に分化方向が限定
された複数種の幹細胞が混在していた可能性
がある。そのため、それぞれの幹細胞から特定
の細胞が分化し、全体として多種類の細胞が生
まれたのか、方向が限定されていない「おおも
との幹細胞」から多種類の細胞に分化したのか
区別がつかなかった。今回の発見により、方向
が限定されていない「おおもとの幹細胞」が存
在すること、しかも「おおもとの幹細胞」を試
験管内で培養した後でも、個体において増殖さ
せることができ、各種の細胞に分化させること
ができること、即ち、「おおもとの幹細胞」を
操作できることが証明された。 
「おおもとの幹細胞」は高い利用価値を秘め
ているが、同時に「分化方向が限定された幹細
胞」に比べて特定の方向への分化誘導、増殖を
制御することがより困難であることも予想さ
れる。したがって、応用にばかりに目を奪われ
ることなく、血液や組織の幹細胞の性質、幹細
胞としての機能を維持する機構、分化の引き金
は何か、分化プロセスは発生プロセスをなぞっ
ているかなど、様々なメカニズムを解明するこ
とが重要であり、メカニズムの解明に繋がるし
っかりとした基礎研究を行いつつ、応用研究へ
の道を開くべきである。 
（京都大学大学院医学研究科 鍋島陽一氏の報告） 
 
（２）抗マラリア活性環状過酸化物の開発 
2001年 3月 28日に開催された第 121回日本
薬学会において注目された野島正朋氏、金惠淑
氏、綿矢有佑氏の発表を報告する。 
マラリアは年間 3億～5億人が感染し、その
うち 150万～270万人が死亡するという人類に
甚大な被害を及ぼす寄生虫感染症である。マラ
リアは特に熱帯および亜熱帯の発展途上国で
猛威をふるい、途上国の社会的、経済的発展を
阻害している。また、地球の温暖化に伴い、日
本をはじめとする先進国でも流行する兆しが
あり、その対策が急務とされている。 
本学会において、大阪大学大学院工学研究科
の野島グループと岡山大学薬学部の綿矢グル
ープは共同して、抗マラリア薬として極めて有
望な化合物の開発に成功したことを報告した。
これはスピロ-1,2,4,5-テトロキソカン体であり、
オゾン酸化技術を駆使することによって単工
程で収率良く合成される。 
この化合物は熱帯熱マラリア原虫に対して
ナノモル濃度で有効であり、かつ非常に優れた
選択毒性と安全性が確認された。さらに他の抗
マラリア薬とは異なる作用機序で原虫の成育
を阻止することが明らかにされ、抗薬剤耐性マ
ラリア薬として大きな期待が持たれる。 
（東北大学大学院薬学研究科 井原正隆氏の報告） 
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1.2 情報通信分野 
 
（１）チップ内クロック周波数と配線の問題 
マイクロプロセッサ（MPU）のクロック周波数の
向上に伴い発生する問題について明星大学情
報学部の大塚寛治氏より報告があった。 
コンピューターの頭脳である MPUの性能は著
しい向上を見せている。その性能はおおむね
MPU を構成するトランジスタの数と、動作タイミン
グを制御するクロック信号の周波数との積で表す
ことができる。いずれも微細加工技術が実現のキ
ーとなるが、MPU 技術で先頭を走るインテルは、
昨年 12 月の IEDM (International Electronic 
Device Meeting)で、ゲート長①30nm（プロセスは
0.07µm=70nm）のトランジスタの試作を発表し、
2005年にクロック周波数 10ＧＨｚでこれを実用化
するというロードマップを示して大きく報道された
（トピックス（３）参照）。 
このような高いクロック周波数を実用化するとき、
新たに問題になるのは配線設計である。クロック
周波数が高くなると以下のような問題が発生する。
①LSI チップ内の短い配線でもアンテナとして働
くようになり、無視できない電磁ノイズの原因とな
る。②信号の立ち上がり、立ち下がりが遅くなり、
信号伝達の遅れとなる（配線抵抗Rと、周囲の配
線との容量 Cで決まるため RC 遅延と呼ばれる）。
ひどい場合には信号がなまって伝達できなくなる。
③１クロックの時間が短いため、信号が次のデバ
イスまで伝わるまでの遅れが問題になる（RC 遅
延に対して電磁波遅延と呼ばれる）。 
これまでの LSI設計は集中定数回路②という近
似法で行われてきた。この方法で取り扱える配線
長は、1GHzで 7.5mm、10GHzでは0.75mm程度
であり、それ以上では電磁ノイズや RC遅延の影
響が大きくなる。現在の 1GHz程度の MPUでは、
対策としてリピータという一種のアンプを配線に
挿入して 10mm のチップサイズを確保しているが、
10GHzでは実用的なチップサイズは 2～3mm程
度になってしまう。 
根本的な対策は配線を伝送線路③設計とする
ことである。適切な伝送線路を設計すれば電磁
ノイズや RC遅延をほぼ０にすることが可能となる。
このことは電波を取り扱う RF 回路の設計では常
識であるが、デジタル回路の設計者の多くはそ
の重要性を十分理解していないと、大塚教授は
指摘している。 
既に、インテルは Pentium IIから電源配線を 
 
伝送線路的に配置しており、Pentium 4からは
クリティカルパス④を伝送線路的に設計している
という発表がある。日本では NEC がクロック給電
配線を伝送線路にするという発表をしており、ま
た、東工大精密工学研究所の益教授がチップ内
伝送線路を最近盛んに啓蒙している。 
10GHz クロックを実用化するには、多くの信号
線を伝送線路として設計する必要があり、設計
ルールや配線構造、対応する設計ツールなどの
開発が必要となる。さらにクロック周波数が上が
ると電磁波遅延の影響も無視できなくなる。 
クロック周波数で先行しているインテルは、こ
れらの問題の先取りができるということであり、対
応策で知的所有権の山を築くと思われる。日本
の半導体研究者の奮起が必要である。 
 
（２）送り手と受け手を直接結ぶ新しいネットワー
ク技術 
現在のコンピュータネットワークでは、情報提供
者からの情報を情報配信者（Yahoo 等の情報検
索サービス会社やクライアント・サーバシステムの
ファイルサーバ）が集中、蓄積して管理し、利用者
がこれにアクセスするという方式が一般的である。
この方式は情報配信者が仲買業者のように情報
提供者と利用者を結ぶことからブローカモデル⑤と
呼ばれる。 
しかし、インターネットのような大規模ネットワー
クでは、存在する大量の情報すべてを効率よく一
元的に管理するには限界がある。さらに、次世代
インターネットプロトコル IPv6の適用などによりネッ
トワークが拡大していく事を考えると、情報配信者
への通信集中、配信者に登録されないため利用
されない情報の増加など、現在のブローカモデル
では、その限界が顕著になることは明らかである。 
そこで、これらの問題を解決する手段として情
報提供者と利用者を直接つなぐ P2P⑥技術が注
目されている。現在、米国を中心に、当初インテ
ル社が中心となって始められた P2PWGや、サン・
マイクロシステムズ社の JXTA（ジャクスタ）プロジェ
クト、多数のベンチャー企業などが、標準化に向
けた研究開発を行っている。 
一方、P2P 技術にも問題がある。たとえば P2P
を利用したファイル・データ交換サービスである
Gnutellaではファイル名を検索キーとし、登録され
た端末から次の端末へと連鎖的に検索を行って
いく方法を採っている。この場合ネットワークに接
続された端末全てを対象にファイル検索を実施す 
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るため、ネットワークおよび端末への負荷が大きく
なるという問題がある。 
これらの問題点を解決する新しい P2P ネットワ
ークを NTT の研究所が開発した(www.ntt.co.jp 
/news /news01 /0104 /010427.html)。名称は
「 SIONet （ Semantic Information -Oriented 
Network ；意味情報ネッ ト ワーク ） 」 とい う 。
「SIONet」の特徴は、 
①アプリケーション上でソフトウェアにより構築され
た SI-スイッチ⑦や SI-ルータ⑧が意味情報(キー
ワードなどのファイルやサービスの内容を示す
情報)に基づいて伝送先を決定することにより、
無駄なトラヒックを抑制できる 
②SI-スイッチや SI-ルータを分散配置可能な様に
はじめから組み込むことにより、ユーザー数やト
ラヒックの増減に対して柔軟に対応できる 
③イベントプレースと呼ばれる意味情報に基づく
仮想サブネットワークを構築することにより、情
報の伝達を効率よく、安全に行うことができる 
等である。 
例えば、「不動産イベントプレース」を構築した
場合、不動産業者の物件情報とユーザーが登録
した希望条件から、物件の種類（例えばアパート、
マンションなど）や価格、地域、条件（例えば駅か
ら徒歩５分など）といった情報のマッチングを行い、
条件に適合するユーザーに直接物件情報を届け
ることが可能になる。これにより、無駄な情報伝送
を防ぐことができる。また、自動車搭載の通信端
末が普及すれば、各自動車の位置情報と速度情
報を使ったリアルタイム渋滞情報収集システムへ
の応用も考えられる。 
P2P 技術は、テキストベースのインターネット、
ブラウザとＨＴＭＬに代表されるＷＷＷ技術に次
ぐ、第３世代ネットワーク技術と位置付ける評価も
あり、今後注目していく必要がある。 
一方で、P2P 技術が一般に使われるようになっ
た場合、音楽データのファイル交換サービスであ
る Napsterのように、交換される情報に関して著作
権問題が生ずる可能性がある。新技術に対応し
たルール作りやさらなる技術革新が期待される。 
 
（３）ゲート長 20nmのトランジスタ試作 
米インテル社は 6 月 10 日に京都で開かれた
Silicon Nanoelectronics Workshop で、ゲート長
20nm（プロセスは 0.045µm＝45nm）のトランジスタ
を試作したとを発表した。同時に発表されたロード 
マップでは 2007年に 10億トランジスタ、クロック 
 
20GHzのチップを実用化するとしている。 
今回の発表では、ゲート絶縁膜に SiO2を、ゲー
ト電極にポリシリコンを用いており、0.1µm プロセス
で検討されている高誘電率ゲート絶縁材、メタル
ゲート電極などの新技術は使われていない。ゲー
ト酸化膜の膜厚 0.8nm も、昨年末に発表されたゲ
ート長 30nm のトランジスタと同じである。一方、工
程の改良により 30nm 試作時に比べてゲートの形
状は整っている。 
今回の試作は 20nm というゲート長でトランジス
タが動作することを確認する基礎的なものであり、
2007 年の実用化までには高誘電率ゲート材料の
採用等、まだ検討すべき点が多いことをインテル
も認めている。発表自体、市場に対して技術力を
アピールするという側面も大きいであろう。 
しかし、このゲート長でも従来技術をベースにし
たトランジスタが動作することを実証した点で価値
が高い。また、ともかく評価可能な素子を手に入
れたことで、次世代技術の評価を確実に進めるこ
とができると思われる。 
インテルは、ロードマップに 2009 年でのゲート
長 16nm（プロセスは 32nm）のチップ実用化まで記
載しており、このレベルまでは現在のシリコン技術
の延長で実現可能としている。 
今回のワークショップや引き続き行われた
Symposium on VLSI Technologyでは各社がゲー
ト長 35nm前後のトランジスタを発表したが、インテ
ルは微細化で一世代先を進んでいることになり、
当分は業界トップの地位を保持しそうである。 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①ゲート長 
MPU で主に使用されている FET(電解効果型トランジス
タ)におけるゲート電極の幅。これが小さいほどＦＥＴの動
作速度、つまり MPU のクロック周波数をあげることができ
る。近年、MPUでは微細加工の世代を示す最小配線幅よ
りも細いゲート長を採用することが多い。 
 
②集中定数回路 
デジタル回路や交流回路の設計において、取り扱う波
長に比べて配線の長さが十分短い場合に、抵抗や容量と
いった回路定数が一点に集中しているとして取り扱うのが
集中定数回路。配線長が無視できない場合は、ある回路
定数を持つ微少配線の連続として取り扱い、これを分布
定数回路という。 
 
③伝送線路 
電力や信号を２つ以上の端子間で効率よく伝達するよ 
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う設計された配線。高周波ではアンテナ接続に使用する
同軸ケーブルや LANに使用するツイストペア線が代表。 
 
④クリティカルパス 
配線の中で、最も長く、信号の伝送遅延が大きい配線
を言う。通常のLSI設計では、このパスの信号伝送時間を
１クロック内に収める必要がある。 
 
⑤ブローカ 
ブローカとは、特定の情報配信者（例えば、Yahoo 等の
情報検索サービス会社や LAN のファイルサーバ）を指す。
ブローカが情報提供者のデータを集中管理し、消費者の
要求に応じて情報配信するビジネスモデルをブローカモ
デルという。 
 
⑥P2P 
ピア・ツー・ピアと読む。ネットワークに接続されている
端末間でデータ交換を行うネットワーク形態。ピア（peer）
とは、「対等な」「同等なもの」という英語。 
 
⑦SI-スイッチ 
送られてきた情報に付与された意味情報とあらかじめ
登録しておいた意味情報を照合し、適合すればアクセス
経路にスイッチングし受信者に向けて情報を送出する機
構。 
 
⑧SI-ルータ 
SI-スイッチ間の経路選択および特定の SI-スイッチに
向けて送出された情報を他の SI-スイッチに転送する機
構。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.3 環境分野 
 
（１）環境分野における新産業創出 
5 月 25 日に、政府の産業構造改革・雇用対策
本部の初会合が開かれ、平沼経済産業相が、15
項目の「新市場・雇用創出プラン」を提案した。そ
の重点プランの中に「環境・エネルギーの成長エ
ンジンへの転換（経済システムの環境共生型への
転換）」という項目があり、従来、経済成長にブレ
ーキをかけると見なされていた環境問題への取り
組みを、積極的に新産業創出の核にしようとする
政府の姿勢が明確化されたと考えることができる。 
わが国における環境関連の最大規模の産業が
廃棄物処理産業であり、その大きな部分を占めて
いるのが、わが国で排出される廃棄物の 9 割近く
を占める、産業廃棄物の収集・運搬・処理にかか
わる事業である。現在、住民の反発で産廃処理施
設の建設が難しくなっている上、来年 12月から施
行されるダイオキシン排出規制強化のあおりで、
多くの産廃焼却炉の休・廃止が予想されている。
また、産廃埋立場も間もなく満杯になると見られて
おり、近い将来、未処理の産廃があふれ、不法投
棄が増加することが懸念されている。 
そこで国は、昨年の廃棄物処理法改正で、民
間任せにしてきた産廃処理施設の整備に都道府
県が積極的にかかわる方向を打ち出した。さらに
最近になって、環境省では、こうした都道府県の
施設が整うまでの措置として、家庭から排出される
一般廃棄物用の焼却炉に産業廃棄物を受け入
れるよう市町村に促す方針を決めた。 
このように、自治体が産廃処理に積極的に関わ
るようになると、産廃処理の分野にも税金が投入さ
れ、格安で産廃が処理できる道が開かれることと
なる。これは、産廃処理に困っている産業界にと
って朗報とも受け取れるが、逆に考えると、環境分
野での新産業育成の阻害要因になりかねない。
産廃を適正に処理し、有効利用を計っていく新技
術を開発し、事業化しようとする民間企業の前に、
格安で産廃を処理する自治体の施設が大きな壁
となるのではないだろうか。 
産廃処理の適正化に国や自治体が関与する
のであれば、事業所からの廃棄物排出を抑制す
るゼロエミッション化技術の開発および普及を支
援し、産廃問題を根元的に解決できる新たな静脈
産業の育成に力を注ぐべきであると考える。 
（科学技術動向研究センター客員研究官  吉川邦夫） 
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1.4 ナノテク･材料分野 
 
（１）世界最強のマグネシウム新合金の開発 
東北大学金属材料研究所の井上所長と河村
能人助教授らの研究グループは「世界最強の高
強度と高延性を持つマグネシウム（以下 Mg）合金
の開発に成功した。」と発表した。 
同所長らによると、これまで開発された Mg合金
は強度と延性が両立せず実用上の障壁となって
いたが、この合金は超ジユラルミンの 3 倍の比強
度特性があり延性や耐熱性にも優れているという。
また、その組成は原子レベルでMgが 97％、イツト
リウムが 2％と亜鉛が 1％である。 
 
（２）応用物理学会スクール「バイオ・分子ナノテク
ノロジーと応用新技術」開催される 
応用物理学会は、ナノテクノロジーとバイオ・有
機分子科学の組み合わせにより生み出された新
たな学際研究領域である「バイオ・分子ナノテクノ
ロジー」の研究の最前線を紹介することを目的と
する研究会を 3月 29日に開催した。 
基礎研究及び、その産業展開を強く意識して、
バイオ・分子のナノレベルでの技術と実際の産業
とのつながりや、将来の産業的な展開の可能性に
ついての見解が示されたが、ここでは後者に絞っ
て紹介する。 
シリコンテクノロジーのムーアの法則①に従って
シリコントランジスターの微細化が順調に進み、現
状 130nmに対しインテル社の発表からは 10nmレ
ベルの技術の可能性が示された。しかし、MOS構
造を形成する酸化膜の薄膜化の限界などから、
新たなはナノレベルの素子が求められている。バ
イオ・分子ナノテクノロジーが、これまでと同様の
速度で電子デバイスが発展するための科学であり
技術になりえることが日立基礎研の和田恭雄氏に
より示された。 
一方では、これまで育まれてきたシリコンテクノ
ロジーは、すでに商業ベースで立ち上がっている
バイオチップ、マイクロＴＡＳ（Total Analysis 
System）②に応用され、今後、この分野はムーア
の法則に従って発展するという見解が示された。 
徳島大学薬学部の馬場嘉信氏は、今後大きな
成長が見込めるバイオテクノロジーの市場規模、
半導体集積回路技術を援用して急速に発展しつ
つあるＤＮＡチップやマイクロＴＡＳの研究開発状
況を具体的な例を多く挙げて紹介した。また、タン
パク質機能を直接調べる方法の開発は重要であ 
 
り、タンパク質チップは今後急速に立ち上がるとの
見通しを示した。 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①ムーアの法則 
マイクロプロセッサーに集積されるトランジスタの集積度が２
４～１８ヶ月で２倍になるという経験則にもとづく。インテルの共
同創設者で現名誉会長のゴードン・ムーア氏が 1965 年に提唱
した。以後、半導体産業界は、30 年以上にわたって法則通りに
トランジスタの集積度を高めてきた。 
 
②マイクロＴＡＳ（微小化学物質分析システム）   
分析システムや化学システムを小さなガラス基板やプラスチ
ック基板に集積したシステム。生体成分のキャピラリー電気泳
動分析や、マイクロマシニングなどの微細加工技術の化学へ
の展開などが考えられている。超微量分析や超高速分析、ナノ
リットルプロセスによる廃棄物低減、反応プロセスの速度を劇
的に大きくするハイスループット技術など、医療診断、環境分析、
プロセスモニター、コンビケムなどをはじめ新しい産業技術とし
て期待されている。 
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1.5 エネルギー分野 
 
（１）原子力による水素の大量生産システムに関
する研究開発動向 
水素はそのクリーンな特質から、電気と並ぶ 21
世紀の主要なエネルギー・カレンシーとして関心
が高まっている。しかし、水素社会実現に向け解
決すべき重要な技術的課題の一つに高効率で環
境負荷の小さい大量生産システムの開発がある。 
水素製造システムの技術オプションの一つとし
て、製造過程で CO2 排出がない視点から、原子
炉による水素製造システムが関心を集めている。 
昨年 10月には OECD/NEAで「原子力水素製
造に関する第 1回情報交換会合」が開催され、わ
が国でも本年 1 月に原子力水素研究会が発足し、
19の企業、研究所等が参加している。3月に開催
された日本原子力学会「2001 年春の年会」にお
いては、特別セッション「展望：原子力によるエネ
ルギーキャリアー水素の生産」（座長：榎本聡明氏
（東京電力））が開催され、その中で、原子力シス
テム懇話会の堀雅夫氏は長期的かつグローバル
な観点からエネルギー供給システムにおける原子
力による水素生産の役割を考察した上で、今後の
展望に関し、短期的にはオフピークの電力を利用
した電解法、さらに、原子炉熱による化石燃料の
水蒸気改質反応を利用した共生法、長期的には
高温ガス炉等の熱による水の熱化学分解を利用
した熱化学法の実用化が期待されると報告した。 
このような研究推進の流れにおいて、5月 15日、
日本原子力研究所は、熱化学法 IS プロセスによ
る連続水素製造装置（水素製造量毎時 50 リットル
規模）を完成し、試験研究に着手したことを発表し
た。本プロセスは米国ゼネラル・アトミクス社により
考案された手法であり、原料水と反応させるヨウ素
(Iodine)および硫黄(Sulfur)から生じる化合物をプ
ロセス内部で循環使用させることで、外部に有害
物質が排出されない工夫がされている。同研究所
では、プロセス内の反応の熱源として高温ガス炉
から得られる高熱（～900℃）の利用を想定してお
り、本装置を同研究所が試運転している高温工学
試験研究炉(HTTR)と連結させる方針である。 
このような原子力による水素の大量生産は、安
定なベースロード電源としての原子力の特性を利
用したものであり、また、水素製造過程で CO2 が
発生しない点で環境調和性が高い。さらに、原子
炉の発電以外の利用という観点からも意義深く、
今後の研究開発動向が注目される。 
 
（２）米国の「Vision 21計画」 
5月 16日、米国政府は新エネルギー政策の概
要を発表した。この中で、原子力発電の推進や、
石油や天然ガスの増産に力を入れる「供給重視」
の姿勢を明確にする一方、石炭利用を促進する
ために、石炭火力発電所による大気汚染を最低
限に抑える「クリーンな技術」の研究開発に 10 年
間で 20億ドルを投資することも盛り込まれている。 
報告者は、3 月 5～8 日に米国フロリダ州クリア
ウォーター市で開催された、米国エネルギー省主
催の「26th International Technical Conference on 
Coal Utilization & Fuel Systems」に出席し、上記
の研究開発計画「Vision 21」についての情報を収
集した。 
Vision 21計画の目的は、石炭や他の化石燃料
の使用に伴う環境負荷を効果的に低減できる化
石燃料をベースとするエネルギープラントの開発
にある。このプラントでは、石炭と他の国産資源
（バイオマス、都市ごみ、石油残さなど）を組み合
わせて、60%の高効率発電を行うと共に、輸送用
の燃料、合成ガス、水素および高付加価値の化
学品なども生産する。従来の国家主導の研究開
発と異なる点は、特定の構成のプラントを開発す
るのではなく、低コストガス分離技術（合成ガスか
らの水素の分離や空気からの酸素の分離など）、
ガス精製技術の高度化、低質の原料から燃料や
化学品を生成するための触媒の開発、高効率低
コストの環境制御技術の開発、高温熱交換器の
開発、高温耐食材料の開発など、基幹技術の開
発に力を入れ、2005 年頃からの早期の民間への
技術移転を計画している点である。 
特に注目されるのが、効率向上による二酸化炭
素の 40～50%の排出削減および、固定化による二
酸化炭素の 100%排出削減を謳っている点である。
温暖化防止京都議定書からの離脱を表明した米
国が、10～15 年の時間的猶予を得て、温暖化防
止技術の開発に本腰を入れて取り組み、技術開
発に成功した時点で、一転して、二酸化炭素排出
抑制を主張するような予感がする。今後、米国が
発表するであろう温暖化防止技術への取り組み
について、大いに注視すべきである。 
わが国も、サンシャイン計画やムーンライト計画
などの大型プロジェクト方式ではなく、もっと民間
企業の産業技術力の強化につながるような、長期
的展望に立った国家エネルギー研究開発計画の
策定が必要と考える。 
（科学技術動向研究センター客員研究官  吉川邦夫） 
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1.6 製造技術分野 
 
（１）F２リソグラフィー対応フォトレジスト 
近年、半導体集積回路の集積度の大規模化は
めざましく、これに対応して回路の微細化に対す
る要求は益々高まっている。現在、有力とされる
次世代リソグラフィー①技術の一つが F2 エキシマ
ー②露光によるリソグラフィーである。これにより
2004 年までに必要とされる 90 nm の最小寸法を
上回る 70 nmの微細加工を実現できると期待され
ている。このレジストの開発には、従来のレジスト
に要求される感度、解像度などに加えて157nmで
マトリックスポリマーが透明であることが必須であ
る。 
本年 2月末から 3月にかけて米国カルフォルニ
ア州で開催された SPIE（The International Society 
for Optical Engineering）のマイクロリソグラフィー
コンファレンスで、IBM の伊藤らは、α-トリフルオ
ロメチルアクリレートとヘキサフルオロイソパノール
基を有するノルボルネンの共重合体が 157nm で
透明(3: 光学密度/μm)であり、F2 露光に対応し
たフォトレジスト材料の有力な候補になることを報
告した。 
世界中で多くの研究者がこのレジストの開発競
争にしのぎを削ってきたが、これまでプロトタイプ
のレジストさえも報告されていなかった。伊藤らに
よって提案されたレジストの候補はこれまでの
193nm レジストの延長であり、実用化に対応して
いる。従って、今後このレジストデザインを契機に
実用化レベルのレジスト開発競争が激化するであ
ろう。 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①リソグラフィー 
微細加工技術の１つ。加工表面にフォトレジスト（感光性樹
脂）を塗布し、原板を焼きつけ、樹脂のパターンを作って腐食加
工する方法。シャドー‐マスク、集積回路などの製造に用いる。 
②Ｆ２エキシマー（レーザ） 
フッ素ガスを用いた次世代の電子材料の精密微細加工に用
いられるレーザで、波長は 157ナノメートル。50ナノメートルま
での微細加工に使用できるとされる。 
 
 
 
 
1.7 社会基盤分野 
 
（１）長期的な地震発生確率を用いた生駒断層帯
の評価 
政府の地震調査研究推進本部地震調査委員
会では、陸域の主要な活断層や海域のプレート
境界で発生する大地震を念頭において、それら
の発生間隔、最新発生時期等から、地震の長期
的な発生可能性を確率で評価する手法を検討し、
先ごろ公表した。 
この手法で用いられた BPT（Brownian Passage 
Time）分布により、大阪府の東部、大阪平野と生
駒山地の境界付近に位置する活断層である生駒
断層の地震の発生可能性を評価した報告書も公
表されている。 
それによると、生駒断層における今後 30 年以
内の地震発生可能性は 0～0.1%、50 年以内の可
能性については 0～0.2%、100年以内の可能性で
は 0～0.6%となり、さらに 300年以内の可能性は 0
～3%となった。 
ただし、長期的な地震発生の確率評価で使用
するモデルの性格上、活断層の活動周期が 1000
年以上の場合には、その確率は最大でも 5～10%
程度にしかならない。このため、地震調査委員会
では、国内の主要な 98 の活断層について、大ま
かな評価結果に基づき、確率評価の結果を上記
のパーセンテージで示すとともに、今後 30年間の
地震発生確率の最大値により主要活断層を３つ
のグループに分類している。すなわち、今後 30年
間の地震発生確率の最大値が 0.1%未満のグル
ープ（全体の半数）、0.1 以上 3%未満のグループ
（全体の 1/4 ；発生確率は「やや高い」）、3%以上
のグループ（全体の 1/4 ；発生確率は「高い」）で
ある。これにより主要断層の相対的な危険度が表
されている。 
したがって、上記によれば生駒断層は国内の
主要活断層の中では、地震発生確率がやや高い
グループに属することになる。 
（核燃料サイクル開発機構  笹尾英嗣氏の報告） 
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1.8 フロンティア分野 
 
（１）スペースプレーンに関わる２つの研究集会 
21 世紀の宇宙輸送システムとして期待されるス
ペースプレーン①に関する重要な研究集会２件に
ついて、東京大学大学院航空宇宙工学専攻 久
保田弘敏氏より報告があった。 
スペースプレーンは国際宇宙ステーションと地
上との往復手段の中核として期待され、宇宙開発
に関わる各国で研究開発が進められている。 
こうした中、わが国のスペースプレーンの研究
開発に大きなインパクトを与える研究集会が４月
に２つ開催された。 
1 つは、4 月 11 日に開催された日本航空宇宙
学会第３３期年会講演会の特別企画「将来型宇
宙輸送システム研究開発における大学の役割」で
あり、もう１つは、4月 23日～27日に京都で開催さ
れたアメリカ航空宇宙学会（AIAA）主催の将来型
宇宙輸送システムとそれに関連する極超音速技
術に関する討論を行う AIAA/NAL-NASDA-ISAS 
10th International Space Planes and Hypersonic 
Systems and Technologies Conferenceである。 
前者は 2000年 6月発表の「将来型宇宙輸送シ
ステムに関する懇談会報告書」でレファレンスコン
セプトとして設定された２段式システムの研究開発
の推進について討論する企画である。今後、わが
国においてスペースプレーンの研究開発を本格
化するためには、航空宇宙技術研究所（NAL）、
宇宙開発事業団（NASDA）、宇宙科学研究所
（ISAS）の宇宙３機関を中核とし、大学、企業を含
めた全日本的体制で行う必要がある。その中で、
大学の果たす役割は極めて大きいと考えられる。
今回の特別企画では、北海道、東北、関東、中部、
関西、西部の各ブロックに属する各大学の関連研
究への取り組みが報告され、今後の方向につい
て討論された。さらに、各ブロックにおいて具体的
な要望および計画を検討し、発表することとなり、
今後、スペースプレーン研究の本格化に向けて、
大学の役割を明確にしようという契機になった点
で意義ある会議と考えられる。 
後者は約１年半おきに米国内でのみ開催され
てきたが、今回初めてわが国で開催されたもので
ある。上記、わが国の宇宙 3 機関が協賛した。世
界中から 262名もの参加者があり、また、184編の
論文発表があった。各国、各地域でのスペースプ
レーンの計画や概念、機体システム、推進システ 
 
 
ム、運用システム等の研究成果が一度に討論さ
れた。また、今回の会議をおいて強調され点は、
垂直離陸型のロケットシステムに代わるエアブリー
ジング（空気吸い込み式）エンジンによるシステム
の研究開発の重要性であった。 
 
（２）ＮＡＳＡ長官、２０年以内に有人火星探査実
現の構想を公表 
5 月 8 日、ＮＡＳＡのゴールディン長官はジョー
ジワシントン大学で開催された米国有人宇宙飛行
40周年記念シンポジウムで、遅くとも 20年以内に
人類を火星に到達させる構想を公表した。 
ＮＡＳＡは 2007 年に火星に着陸させる無人探
査車を打ち上げ、2009～11 年に火星のサンプル
を収集し持ち帰る。そして、探査車打ち上げ迄の
今後 5、6年間に、国際宇宙ステーションで予測し
がたい健康問題の克服方法を研究し、有人宇宙
船による火星への航行方法を開発する計画であ
る。同長官は、さらに「我々は地球周回軌道にあ
まりにも長い期間縛り付けられた。決断すれば、２
０年以内に人類は新たな歴史を刻むことは確か
だ」と語っている。 
この様に、ＮＡＳＡのトップによる米国の有人火
星探査構想が公表されたのは極めて意義深い。
国際宇宙ステーションの建設が進みその運用と利
用が始まりつつある現段階に来て、米国も次期大
型有人プログラムの具体化に向けた下地作りに一
歩踏み出したと考えられる。もちろんこのプログラ
ムは国際協力で行われることになると思われるが、
４月のロシアにおける有人火星探査計画検討開
始（科学技術動向５月号掲載）という状況にあって、
有人宇宙開発分野における米国のリーダシップ
確保という狙いも背景にあると考えられる。 
こうして、2020 年前後頃を想定した米ロ両国の
有人火星探査構想が公表されたことで、国際宇
宙ステーションの建設が完了し運用・利用が本格
化する５、６年後には、国際有人火星探査計画が
新たに動き始める可能性が高く、我が国の対応に
関し準備、検討が必要と思われる。 
（（財）リモ トーセンシング技術センタ  ー飯塚功氏の報告） 
----------------------------------------- 
用語説明 
①スペースプレーン（宇宙航空機） 
スペースプレーンは、垂直離陸、使い捨てのロケットシステ
ムに替わる宇宙輸送システムであり、航空機と同じく水平離着
陸、しかも完全再使用のシステムである。大気中ではジェットエ
ンジンを用いるため、安全性・信頼性が高く、何度でも再使用す
るためロケットに比べて低コスト化が図られる。 
